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事項 計画の概要 推進状況

（3）外国人研修制度の拡充

（4）技能実習制度 （仮称）の創設・具体

O　 「研修」の在留資格に関する等査基準省令の改正 （4．12．’10 施行）
研修期間中の非実務研修の時間の比率を、法務大臣の告示により特例とし
て緩和措置をとることができるよう改正。

◎ ．外国人研修 ・技能実習制度の充実 ・推進のための調査研究委託事業の実
施 （5年度－）

農林水産業及び食品産業分野での外国人研修生の受入れを促進するため、
①外国人研修手引の策定、②研修教材の作成、③研修実施状況の把握、④
技能実習制度の創設のための評価基準の開発等を実施。
平成5年度予算　　　 34百万円
平成6年度予算　　　 40百万円

○　 技能実習制度の基本的枠組みの策定 （5．3．30）　　　　　 ′
化 外国人労働者問題関係省庁連絡会議において、技能実習制度の基本的枠組

みを決定。

○　 技能実習制度の創設 （5．4．1）
より実践的な技術、技能又は知識の開発途上国等への移転を図り、開発途
上岡等の経済発展を担う人づくりに協力するという広義の研修制度の拡充
の観点から、技能実習制度を創設。

○　 技能実習制度に係る・出入国管理上の取扱いに関する指針の公示 （5．4．5）
技能実習制度の創設に伴い、在留資格の変更等出入国管理上の取扱いにつ
いて制定。

○　 技能実習制度確進事業運営基本方針の策定 （5．4．5）
技能実習制度の創設に伴い、労働省所管の技能実習制度推進事業の仕組み
、技能実習制度に係る労働関係法令上の取扱い等を定めた技能実習制度推
進事実運営基本方針を策定。

●
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事項 計画の概要 推進状況

◎　 技能実習制度推進事業 の実施（5年度－）
技能実習制度 を適正 かつ円滑 に実施す るため、①研修生の選定 ・、あっせ ん
、②研修成果の評価 、③研修 ・実習指導、研修指導員の養成」が イ ドライ
ン ・モデル技能実 習契約 ・研修生手帳の作成、普及等 を実施 （㈲国際研修
協力機構へ委託等）
平成 5 年度予算 ’　　　 892百万円
平成 6 年度予算　　 1，055百万円

◎　 技能実習制度の適正 かつ円滑 な実施 （5年度－）
技能実習制度 を適正かつ円滑 に実施す るために、①技能実習移行希望者に
係 る在留状況等の評価 、②在留資格変更等 の在留手続の支援 、③技能実習
生 め帰国指導等 を実施 。 （㈲国際研修協力機構へ委託等）
平成 5 年度予算　　　 137百万 円
平成 6 年度予算　　　 137百万円

○　 技能検定における対象職種 の拡大 （5年度 －）
技能実習制度における研修成果の評価等 に活用す るため、技能検定制度 に
新 たな等級区分 と して基礎 1枚及 び基礎 2 級 を創設。
平成 5 年度予算　　　 139百万円
平成 6 年度予算　　　 174百万円

軋掌払出

し．い．　・
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事項 計画の概要・ 推進状況

第8章　 地球社会への童献
第 1節　 地球環境問題への童

．

〇　 第 6回地球環境保全に関する関係閣僚会議を開催（4．5．22）
献 会議において、 「地球サミットを控えた我が国の取組について」を了承、

「平成 4年度地球環境保全調査研究等総合推進計画」を決定、 「平成 3年
度地球温囁化防止行動計画関係施策由実施状況」等について報告。

〇 ・第7 回地球環境保全に関する関係閣僚会議を開催（5．6－．23）
会議において、 「平成5 年度地球環境保全調査研究等総合推進計画」を決
定、 「平成 4年度地球温暖化防止行動計画関係施策の実施状況」等につい
て報告。

○　 環境と開発に関する国連会議 （U N C E D ）の開催（4．6．3－14）
ブラジルのリオ・デ ・ジャネイロにおいて、我が国を含む 182か国及びE
C が参加して開催。環境と開発に関するリオ宣言、アジェンダ21、森林原
則声明の採択、気候変動枠組条約及び生物多様性条約への署名が主要な成
果。

○　 持続可能な開発委員会 （C S D ）の開催 （第 1回 ；5．6．14－25　 第2 回
；6．5．16－27）
U N C E D フォローアップのために開催されたC S D に我が国も参加。ニ
ユー．ヨークにおいて開催された第 2回会合 （53か国参加）では、資金 ・技
術移転 ・貿易と環境等の問題について、‘今後の行動のための提案を含む14
の決定を採択。

○　 地球サミットセミナーの開催（4．7－11）
地球サミットの成果を広く国内に普及し、地球環境問題に関する地域レベ
ルでの取り組みの推進に資するため、東京セミナー及びこれを踏まえた全
国 6か所での地球サミットセミナーを開催。

○　 砂漠化防止条約交渉会議への参加 （第 1回 ：5．5．24－6．3 、ナイロビ、
第 2回 ：9．13－24 、ジュネーブ、第 3回 ：6．1．17－28、ニューヨーク、
第 4回 ：6．3．21－31 、ジュネーブ、第5 回 ：6．6．6－17、パリ）
砂漠化防止条約交渉会議に我が国も参加。第 5個交渉会議では、砂漠化防
止条約を採択。

●
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事 項 計 画 の 概 要 推 進 状 況
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○ 　 気 候 変 動 枠 組 条 約 、 生 物 多 様 性 条 約 （ 5 ． 5 ． 2 8 ）
・ 1 9 9 2 年 6 月 の 「環 境 と 開 発 に 関 す る 国 連 会 議 」 に お い て 署 名 し た 両 条 約 に

つ い て 、 9 3 年 5 月 2 8 日 、 国 連 事 務 総 長 に 対 し て 受 諾 書 を 寄 託 。

○ 　 生 物 多 様 性 条 約 関 係 省 庁 連 絡 会 議 の 設 置 ・ （6 ． 1 ． 1 2 ）
平 成 5 年 1 2 月 に 生 物 多 様 性 条 約 が 発 効 し た こ と を 受 け 、 関 係 省 庁 の 連 携 の
下 に 祭 約 の 円 滑 な 実 施 促 進 を 図 る た め ．に 関 係 省 庁 連 絡 会 議 を 設 置 。

0 　 ア ジ ア ・ 太 平 洋 環 境 会 議 （ェ コ ・ ア ジ ア 1 9 3 、 1 9 4 ） の 開 催 （5 ． 臥 3 0 －
7 ． 1 、 臥 6 ．．2 1 － 2 2 ）
地 球 サ ミ ッ ト で の 合 意 の 着 実 な 実 鰍 こ 向 け て ア ジ ア ・ 太 平 洋 地 域 に お け る
地 球 環 境 保 全 の 機 運 を 高 め る と と も に 、 当 地 域 内 で の 協 力 の 在 り 方 を 明 ら
か に す る こ と を 目 的 と し て 、 地 域 内 諸 国 の 環 境 担 当 大 臣 等 の 参 加 を 得 て 開 ．
催 。

○ 　 ア ジ ェ ン ダ 2 ・1 行 動 計 画 の 策 定 （ 5 ． 1 2 ． 2 4 ）
地 球 サ ミ ッ ト で 採 択 さ れ た 「 ア ジ ェ ン ダ 2 1 」 に 基 づ き 、 国 レ ベ ル で の 持 続
可 能 な 開 発 を 実 現 す る た め 、 ア ジ ェ ン ダ 2 1 行 動 計 画 を 策 定 。
平 成 5 年 度 予 算 　 1 0 百 万 円

○ 　 地 球 温 暖 化 対 策 技 術 評 価 検 討 会 に お け る 報 告 書 の 取 り ま と め （ 4 ． 5 ． 2 2 ）
「 地 球 温 暖 化 防 止 行 動 計 画 」 に 盛 り 込 ま れ た 対 策 の 推 進 に 資 す る べ く 、 温

暖 化 に 係 る 対 策 技 術 の 現 状 、 そ の 普 及 促 進 上 の 課 題 等 に 関 し て 報 告 書 を 取
り ま と め た 。

○ 　 モ ン ト リ オ ー ル 議 定 書 第 4 回 締 約 国 会 合 の 開 催 （ 4 ． 1 1 ． 2 3 － 2 5 ）
コ ペ ン ハ ー ゲ ン に お い て 、 我 が 国 を 含 む 9 9 か 国 及 び E C が 参 加 し て 開 催 。
特 定 フ ロ ン （ C F C ） 等 既 存 規 制 物 質 の 生 産 全 廃 前 倒 し 、 代 替 フ ロ ン （ H
C F C ） 等 新 規 規 制 物 質 の 追 加 等 を 採 択 。

○ 　 モ ン ト リ オ ー ル 議 定 書 第 5 回 締 約 国 会 合 の 開 催 （ 5 ． 1 1 ． 1 7 － 1 9 ）
バ ン コ ク に お い て ＼ 我 が 国 を 含 む 8 8 か 国 及 び E C が 参 加 し て 開 催 。 1 9 9 4 年
に つ い て は 、 ハ ロ ン の 不 可 欠 用 途 （ 土 ッ セ ン シ ャ ル ユ ー ス ） は 必 要 な い こ
と 及 び 開 発 途 上 国 支 援 の た め の 基 金 に 開 し 、 1 9 9 4 ～ 1 9 9 6 年 の 基 金 規 模 等 を

採 択 。
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事項 計画の概要 ． 推進状況

1．．地球環境保全へのO D A

○　 産業構造審議会 ・総合エネルギー調査会 ・産業技術審議会合同会議にお
ける報告書の取りまとめ（4．11！25）
地球環境問題の解決に向け、経済成長、エネルギー、環境保全を三位一体
とした組合的視点から取り組むため、合同会議を設置。地球再生のための
14項目の提言を盛り込んだ 「今後のエネルギー環境対策のあり方について
」を取りまとめた。

○　 バーゼル条約の承認（4．12．10）
有害廃棄物の国境を越え－る移動及びその処分に伴って生じる環境の汚染を
防止することを目的としたバーゼル条約について、国会で承認。

●　 油滴二条約の改正議定書 （92議定書）及び抽淘損害賠償保障法の改正に
ついての国会審議
抽淘事故による損害賠償の充実を図るため、船舶所有者の責任限度額の引
上げ等を主な内容とする抽濁二条約の改正議定書 （92議定書）の締結及び
それに伴う抽濁調書賠償保障法の改正について、第 129回国会で審議。

○　 平成 4年度地球環境保全開碗予算として、17省庁総額 4，984億円を確保

0

○　 平成 5年度地球環境保全関係予算として、17省庁総額 5，344億円を確保

0

●　 平成 6年度地球環境保全関係予算と’して、17省庁総額 5，481億円の予算

実。

● ‘アジア太平洋地域環境の長期展望 （ェコ・アジア21プラン）の策定
2025年に向けたアジア太平洋地域の環境と開発の長期展望に関する調査を
実施し、持続可能な開発に向けた政策オプションを提案するとともに、そ
の実現を目指した地域内での国際協力のあり方を取りまとめ。
平成6年度予算　　　 70百万円

○　 政府開発援助大綱の柴定（4．6．30閣議決定）
の活用 環境の保全を我が国途上国援助の基本理念のひとつとして明らかにすると

ともに、環境と開発の両立等を踏まえ援助を実施することを原則とした政
府開発援助大綱を策定。

●
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事項 計画の概要 推進状況

●

（1）環境分野に対するO D A の拡充 ・強化

（3）中進国の環境案件に対する協力

○　 政府開発援助の第 5次中期目標の策定（5．6．25）
環境等の地球的規模の問題への援助を重点的に実施することとした政府開
発援助の第 5次中期目標の策定。

○　 環境と開発に関する国連会議 （U N C E D ）の開催（4．臥3～14）
U N C E D において、92年度より5年間にわたり環境分野への二国間及び
多国間途上国援助を9000億円から1兆円を目途として大幅に拡充 ・強化に
努める旨表明。

○　 政府開発援助の第 5次中期目標の策定（5．6．25）
U N C E D で表明した目標を念頭に置きっっ、環境と開発の両立に向けた
途上国の自助努力を支援するため、有償資金協力及び無償資金協力の弾力
的な運用を図ることとした政府開発援助の第 5次中期目標を策定。

0 1992年環境O D A 実績は 2，803億円 （繭年比約2．49倍）

◎　 グリーン・エイド・プランの推進 （平成4年度－）
（第8章第 1節 2．（2）参照）

○　 メキシコ首都圏植林計画（4．9．25交換公文締結）
メキシコ盆地の森林回復に協力するため、対象地域において約 1億 1千万
本の植林、育苗施設、植林作業用林道等の整備を実施する総合的な植林計
画。
供与限度額　　 104億03百万円

○　 グアナバラ湾流域下水処理施設整備計画（5．3．12交換公文締結）
ブラジル・グアナパラ湾流域の衛生環境改善及び同湾の水質汚濁防止を図
るため、下水道設備を建設。
供与限度額　 314億75百万円

○　 チェテ川流域環境改善計画（5．3．12交換公文締結）
ブラジル ・チエテ川流域の洪水防御、水質改善を図るため、河川の改修、
凌漢等を実施。
供与限度額　 494億27百万円
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事 項 ． 計 画 の 概 要 推 進 状 況　　　　　　　　　　　　　　 l

（4滴 品 借 款 の 見 返 り資 金 の 環 境 分 野 へ の

0 1 サ ン パ ウ ロ 都 市 ゴ ミ処 理 場 建 設 計 画 （ 5．3．12交 換 公 文 締 結 ）

ブ ラ ジ ル ・サ ン バ ．ウ ロ 都 市 近 郊 の 未 処 理 ゴ ミ問 題 へ の 対 応 を 図 る た め 、 ゴ

I

l

ミ焼 却 プ ラ ン トを 建 設 。

供 与 限 度 額　 1 8 1億 4 3百 万 円

○　 セ ク タ ー ・プ ロ グ ラ ム ・ロ ー ン （ 5．10．29 交 換 公 文 締 結 ）

活 用

し

イ ン ドネ シ ア の 商 品 借 款 の 見 返 り資 金 の 一 部 を森 林 セ ク タ ー 事 業 や 居 住 環

境 整 備 事 業 に 活 用 。

供 与 限 度 額　　　 昭 額 3 4 0億 5時 万 円 の 内 数

●
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事 項 ． 計 画 の 概 要 推 進 状 珂

2 ． 我 が 国 の 経 験 と 能 力 の 括 （ 1 ）調 査 研 究 、 観 測 ・ 監 視 体 制 の 整 備 ○ 　 ア ジ ア 太 平 洋 地 球 変 動 研 究 ネ ッ ト ワ ー ク （ A P N ） に つ い て の ワ ー ク シ
用 ヨ ッ ブ の 開 催 （第 1 回 ； 4 ． 1 2 ． 3 － 4 、 第 2 回 ； 6 ． 1 ． 2 0 － 2 1 ）

ア ジ ア 太 平 洋 地 域 に お け る 地 球 変 動 に 関 す る 国 際 共 同 研 究 を 効 率 的 に 推 進
す る た め 域 内 研 究 ネ ッ ト ワ ー ク 設 立 の た め の 方 策 を 検 討 。 第 2 回 ワ ー ク シ
ヨ ッ ブ で は 、 日 本 政 府 が A P N 暫 定 事 務 局 と な り 、 共 同 研 究 課 題 等 を 検 討

す る 作 業 部 会 を 設 置 す る こ と に 合 意 。

0 　 航 空 ・ 電 子 等 技 術 審 議 会 第 1 7 号 答 申 「 地 球 環 境 問 題 の 解 決 の た め の 地 球
観 測 に 係 る 総 合 的 な 研 究 開 発 の 推 進 方 策 に つ い 七 」 （5 ． 1 ． 2 9 ）
地 球 環 境 の 状 況 を 把 捜 し 、 そ の 変 動 の メ カ ニ ズ ム を 解 明 す る に 当 た っ て の
基 盤 と な る 地 球 観 測 に 係 る 総 合 的 な 研 究 開 発 の 推 進 方 策 に つ い て 答 申 。

○ 　 梅 洋 開 発 審 議 会 第 4 号 答 申 の と り ま と め （5 ． 1 2 ． 8 ）
地 球 環 境 問 題 に 対 す る 関 心 の 高 ま り 等 最 近 の 動 向 を 踏 ま え た 海 洋 調 査 研 究
の 推 進 方 策 と し て 、 重 点 基 盤 研 究 テ ー マ の 設 定 、 国 際 協 力 の 推 進 、 梅 津 弱
査 研 究 基 盤 の 充 実 、 関 係 機 関 の 連 携 強 化 と 地 球 規 模 の 梅 津 調 査 研 究 の 計 画
的 な 推 進 等 の 必 要 性 を 指 偏 し た 第 4 号 答 申 「 我 が 国 の 梅 津 調 査 研 究 の 推 進
方 策 に つ い て 」 を 取 り ま と め た 。

◎ 　 グ リ ー ン ・ プ ラ ネ ッ ト ・ プ ロ ジ ェ ク ト の 推 進
宇 宙 か ら の 地 球 観 測 、 海 洋 観 測 等 の 観 測 技 術 の 開 発 、 地 球 温 暖 化 メ カ ユ ズ
ム の 解 明 の た め の 調 査 研 究 等 を 行 う こ と に よ り 、 地 球 温 暖 化 解 明 予 測 を 総
合 的 に 推 進 。 －
平 成 4 年 度 予 算 　 　 1 8 9 億 円
平 成 5 年 度 予 算 　 　 　 2 0 9 億 円
平 成 6 年 度 予 算 　 　 　 3 4 3 億 円

◎ 　 気 候 変 動 対 策 の 強 化
地 球 規 模 の 温 暖 化 、 オ ゾ ン 層 破 壊 等 の 地 球 環 境 問 題 に 対 応 す る た め 、 気 象
ロ ケ ッ ト 観 測 体 制 の 強 化 等 に よ り 温 室 効 果 気 体 等 に 係 る 観 測 ・ 監 視 体 制 を
充 実 強 化 す る と と も に 温 暖 化 予 測 技 術 開 発 の 研 究 を 推 進 。
平 成 4 年 度 予 算 　 　 　 3 6 6 百 万 円
平 成 5 年 度 予 算 　 　 　 3 5 8 百 万 円
平 成 6 年 度 予 算 　 　 　 3 1 3 百 万 円

打率　　　－
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◎　 地球環境のための高度電磁波利用技術に関する国憮共同研究の実施（4年
度－）
高度電磁波利用技術による地球環境保全に係る技術の開発に資するため、
米国アラスカ大学との共同実験を通じ、中層大気の総合的な観測・計測技
術を開発するとともに、極域における中層大気の共同観測・実験を実施。
平成4年度予算　　　 25百万円
平成5年度予算　　 126百万円
平成6年度予算　　 173百万円

◎　 海洋汚染調査の実施
地球環境保全のため．「梅津汚染及び海上災害の防止に関する法律」に基づ
き、日本周辺梅域、主要湾等における汚染物質の調査を実施。
平成4年度予算　　 ・12百万円
平成5年度予算　　　 13百万円
平成6年度予算　　　 13百万円

ノ′
1◎　 海洋デ－タセンタ－の機能拡充

我が国における海洋データバンクの中核的機関及び梅津データ交換システ
ムにおける我が国の代表機関として位置付けられている日本梅洋データセ
ンクーについ七、二酸化炭素の大気から梅津に取り込まれる過程の溶解皇
等取扱いデータ種目の増加及びデータ処理能力の強化を実施。
平成4年度予算　　 128百万円
平成5年度予算　　 145百万円
平成6年度予算　　 146百万円

◎　 西太平洋海域共同調査への参加
政府間海洋学委員会 （U N E S C O ／I O C ）のプロジェクトである西太
平洋海域共同調査に参加し、水温、海流、海洋汚染等の調査を実施。
平成4年度予算　　　 17百万円
平成5年度予算　　　 18百万円
平成6年度予算　　　 17百万円

● ●


